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研究成果の概要（和文）：本研究は、相互依存関係の管理のための組織間管理会計システムを議

論するともに、日本の製造企業の組織間関係のコントロール問題を取り上げた。研究成果とし

ては、取引特性、関係性特性、そしてコントロール特性を示すとともに、合弁の事後的なコン

トロール・メカニズムを明らかにした。加えて、新製品開発アライアンスにおいて、管理会計

システムは、業務、費用、そして成果の配分に貢献し、価値ある戦略的な役割を果たすことを

見いだした。 
 
研究成果の概要（英文）： This study discussed inter-organizational management accounting  
(IOMA) systems for controlling interdependencies, and focused on the control problems of 
inter-organizational relationships in Japanese manufacturing industries. As a result, this 
study explored transaction, relational, and control characteristics, and revealed the 
determinants of ex-post control mechanism in joint ventures. In addition, it was found that 
IOMA systems help to allocate operations, costs, and profits between partners in a new 
product development alliance. IOMA systems may build and sustain valuable strategic 
roles. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 管理会計の研究者は、組織間取引や組織間
協働のための管理会計実務、なかでも組織間
マネジメント・コントロールに大きな関心を
寄せつつある。最終製品・サービスは単独企
業の価値創造活動の成果だけではなく、企業
間コラボレーションを伴う活動の成果であ

る。このような成果を得るために、組織間境
界を越える管理会計実践が存在しているこ
とに、学界でもコンセンサスが得られつつあ
る。 

しかしながら、研究を開始した段階では、
アライアンス（戦略的提携ならびに合弁事
業）を対象とした組織間管理会計研究は数が
少なく、実態調査や実証研究はほとんど行わ



れていない状況であった。他方、多くの経営
トップがアライアンスという戦略的マネジ
メントの必要性を認識する時代となってい
る。そこで、アライアンスのための組織間管
理会計の役割・機能を解明することは、理論
面・実務面の双方において重要であると考え
た。 
 さらに、先行研究では、組織間管理会計は
相互依存性をめぐる研究課題であると考え
られていた。また、多くのアライアンスは失
敗していると指摘されており、その要因のひ
とつは相互依存性の管理の成否にあると推
察された。しかし、そのための具体的な組織
間管理会計システムの要件は明確ではなか
った。 
 そこで本研究では、組織内を対象に想定さ
れているマネジメント・コントロールの研究
を参考に、組織間コントロール・システムの
サブ・システムとして組織間管理会計システ
ムを位置づけることにした。具体的には、相
互依存的な組織単位（複数企業）から統合的
な行動パターンを引き出すために、各社の予
算システム・原価管理システム・生産管理シ
ステムなどが利用されていることを想定し
た。 

この研究を開始するまでには、組織間コン
トロールの構成概念の理論的な析出を行っ
ていた（窪田[2007]、窪田[2005]）。加えて、
フィールド調査などで組織間コントロール
のパターンが異なる背後に相互依存性の相
違があるのではないかという示唆が得られ
ていた。本研究では、その相互依存性の管理
に着目することで、組織間管理会計システム
の役割を明らかにしたいと考えた。 
 
参考文献 
・窪田祐一[2007]「合弁事業における組織間

マネジメントのための管理会計」『経済研
究』第53巻第3号、23-41頁。 

・窪田祐一[2005]「組織間管理会計研究の意
義と課題」『経済研究』第50巻第2・3・4
号、165-186頁。 

 
２．研究の目的 
 

本研究は、日本企業の参加する組織間関係
（アライアンス）を調査対象に、組織単位間
の相互依存性の管理のために活用される管理
会計システムの実態を明らかにすることを目
的とした。また、この組織間管理会計システ
ムの果たす役割・機能要件を理論的・実証的
に探求することを目指した。具体的には、次
の２点を明らかにすることを計画した。 

 
(1)合弁事業における組織間管理会計 
合弁事業における組織間管理会計システム

の機能を明らかにすることが第一の研究目的

とした。具体的には、合弁事業では合弁パー
トナーの原価管理システムや予算管理システ
ムを利用する場合も多い。そこで、これらの
システムの利用や合弁にみられる独自の計算
技法・システムについて解明をすることを企
図した。 
 
(2)合弁事業と戦略的提携の相違 
合弁事業で明らかになった組織間管理会計

システムの要件について、戦略的提携との相
違を分析することを第二の研究目的とした。
戦略的提携は、定義にもよるが、一般に資本
の拠出を伴う合弁事業よりも頻度が高く、ま
た市場の成長が見込めるために戦略性も高い。
しかし、戦略的提携の関係性の持続期間は短
いと言われる。 
研究開始当初は、相互依存性の程度は、合

弁事業と戦略的提携では異なるものと仮定し
た。そのうえで、合弁事業よりもリスク分担
や情報開示に制約がある戦略的提携において、
具体的な組織間管理会計システム（非公式コ
ントロールメカニズムを含む）の存在を明ら
かにしたいと考えた。 
 
３．研究の方法 
 
研究目的を達成するために、本研究ではフ

ィールド調査とアンケート調査を行った。 
フィールド調査では、組織間管理会計シス

テムを明らかにし、できるだけ多くの観測可
能な含意に関するデータを集めることで、研
究理論の改善を試みた。それゆえ、複数企業
に対して複数回にわたってのインタビュー
を実施してきた。 
なお、製造業と非製造業では、組織間管理

会計システムの実態にかなりの差があるこ
とが予見されていた。また、本研究を実施す
る前に、製造合弁事業の組織間コントロール
に関するアンケート調査を実施していた。そ
こで、このアンケート調査で得られていたデ
ータを、本研究の議論の出発点として再度分
析することとした（多変量解析を実施した）。
また、この作業と併行して聞き取り調査を実
施した。 
製造企業や製造合弁会社の製品開発に関

わる実態に対して、比較的多くの聞き取り調
査を行うことができた。なかでも原価企画に
関わるような事例に多くアクセスできたた
め、それらの聞き取りの結果から得られた知
見を活用するよう新製品開発を対象にした
戦略的提携に関するアンケート調査を実施
することにした。 
また、合弁事業や戦略的提携は、組織と市

場の中間形態のガバナンスであり、それゆえ
に組織間管理会計の研究対象とされてきた。
しかし、資本拠出を伴う場合、それは連結管
理会計の領域とも重なり合う。研究開始当初



は、M&Aを明確には意識していなかったが、
研究を進める過程で事業の合併・買収の事例
の追加的・予備的調査を行う必要性が生まれ
たため、特に相互依存性の高いと思われるケ
ースにて、聞き取り調査を実施することとし
た。 
他方、非製造業に関しては、特にサービス

業での企業ポイント交換などのアライアン
スが盛んになってきており、注目に値する。
そこで、この実態を知るべく資料調査、聞き
取り調査を行うとともに、研究会などにも参
加することで研究の進捗を図った。 
 
４．研究成果 
 
 本研究の成果には、以下の３点がある。ま
ず、合弁事業における組織間コントロールの
概念の再検討による研究成果である。この点
は第一の研究目的に関連する。ただし、デー
タは、本研究の開始前のアンケート調査に基
づいている。このデータの再検討から本研究
はスタートしている。第二に、ポストＭ＆Ａ
の管理会計システムに関する研究成果であ
る。中間組織の形態ではなく内部組織化をす
る被買収企業の管理会計システムについて
考察した。最後に、戦略的提携における組織
間管理会計システムに関するアンケート調
査と、この調査のために予備的に実施した原
価企画を中心にした聞き取り調査の成果で
ある。これは第二の研究目的に関連させたも
のである。なお、アンケート調査の分析結果
として取りまとめた報告書は、調査協力企業
に送付している。 
 
(1)製造合弁事業の組織間管理会計実務 
 
 本研究では、組織間管理会計は、相互依存
的な組織単位である複数の企業から、統合的
な行動パターンを引き出すために組織間マ
ネジメント・コントロール・システムの一部
として機能していると仮定して検討をはじ
めた。 

まず、先行研究レビューから、組織間コン
トロールの構成概念を整理している。「取引
特性」としては、取引の資産特殊性、不確実
性、頻度があることを確認した。また、資産
特殊性には、物的・人的な資産特殊性に加え、
手続的資産特殊性も対象となることを識別
した。さらに、「関係性特性」として、情報
共有やコミュニケーションの問題とも深く
関わる情報の非対称性、信頼、交渉力、パー
トナーの類似性などを識別した。続いて、「組
織間コントロールの類型」は、成果、アクシ
ョン、人材・文化の３つのコントロールがあ
るなど、理念型の整理を行った。 

日本の製造合弁事業を対象に実施したア
ンケート調査のデータによれば、我が国の製

造合弁事業の実態として、出資比率の高い企
業の方が合弁会社への直接的関与やモニタ
リングの頻度が総じて高いことを明らかと
なった（折半出資ではない合弁事業を除いて
いる）。 
 概念の操作化とデータの再分析では、図１
のようなモデルにて分析を行った。上述した
構成概念を操作化している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 日本製造合弁の組織間コントロール 
 
探索的因子分析の結果から、合弁事業の契

約締結後における組織間コントロールのメ
カニズムには、財務業績のモニタリング、非
財務業績のモニタリング、直接的関与、協力
体制の４つの因子を発見することができた。 
加えて、重回帰分析の結果から、この４つ

の組織間コントロール・メカニズムは、上述
の取引特性（環境複雑性、資産特殊性など）、
関係性特性（交渉力、信頼、事業遂行のため
の情報共有など）、他のコントロール特性（事
前契約の包括度、権限委譲など）によって特
徴づけられることが明らかになった。なかで
も、相互依存性の管理という点からは、「権
限委譲（意思決定の自律性）」や「資産特殊
性」などがコントロール・メカニズムに影響
を与えている可能性を明らかにした。 
 
(2) ポストＭ＆Ａのための管理会計実務 
 
内部組織化であるＭ＆Ａにおいては、一般

に買収後に被買収企業の管理会計システム
を変更させることが多い。本研究では、直接
的な相互依存性のなかった企業を買収し、そ
の後の組織化で管理会計システムを利用す
る状況について観察を試みている。 
この調査の知見として、Ｍ＆Ａと戦略的提

携の双方ともに、業務の相互依存性だけでな
く、事業再編後の戦略相互依存性や各組織の
意思決定の自律性をバランスさせるために
管理会計が一定の役割を果たすことが推測
された。また、場合によっては、管理会計シ
ステムを定着させる取り組みが重要である
ことも判明した。 
 
(3)新製品開発における戦略的提携と組織間
管理会計システム 

 
 聞き取り調査の結果を受けて、日本の製造
業の新製品開発アライアンスと組織間管理

取引特性 関係性特性 その他特性

コントロール・メカニズム 



会計システムの実態に関するアンケート調
査を実施した。 

まず、聞き取り調査からは、アライアンス
能力に関連が深い組織間学習や成果配分に
関する管理の重要性であるように思われた。 

たとえば、共同開発では最初からパートナ
ーの技術、方法、知識情報の学習・取得を目
的とすることがある。なかでも、パートナー
からスキルやノウハウなどの重要な能力や
知識を学習することに加え、共同開発によっ
てパートナーから得た知識を他の製品開発
に活用することもありうる。 

他方、自社の中核技術、スキル、ノウハウ
等の知識の流出を保護するとともに、共同開
発による資産がパートナーの専有とならな
いよう保護・回避すること戦略的提携では重
要な管理ポイントとなる。さらに、共同開発
の成果を第三者に適用して活用したり、パー
トナーが改良発明を行ったりした場合には
権利帰属の問題も生じる。これらは、パート
ナーと協議することが必要であり、そのため
に製品開発マネジメント上でモニタリング
できるような仕組みが必要となるとともに、
成果配分には金額を算出することが不可欠
であり、管理会計システムも少なからず関連
する。 
 また、同じく聞き取り調査より、相互依存
性の管理では、業務、リスク、成果の分担と
ともに、モニタリングや情報共有の必要性も
課題となることが明らかになった。 

これらの聞き取り調査の結果を受けて、ア
ンケート調査では、経営動向、経済状況（材
料費、現地の賃金水準の変化など）、売上シ
ェア予測、共同開発における予算の達成状
況・投資案件・進捗状況(開発スケジュールの
管理）、新製品の目標原価の達成状況、技術
的成果の利益分配、開発業務以外のコスト（委
託費・指導料・設備費等）などのモニタリン
グの頻度を調査した。加えて、情報共有の程
度については、共同開発目標（目標原価、品
質、技術目標など）の達成状況、利益分配・
費用負担・投資査定・事業計画の策定や業績
報告に必要な情報・新事業の可能性などを取
り上げた。 
 アンケート調査の分析では、管理会計シス
テムは、組織間連携に関わる戦略の実現を支
援し、企業のアライアンス能力を高める可能
性があることを考察した。上述したアライア
ンス能力に関わる学習や成果配分、モニタリ
ングや情報共有に加え、提携目標・結果に関
する経営トップと提携マネジャー間のイン
ターラクション、摺り合わせ業務や開発分
担・費用分担などの明確化などの相互依存性
の管理などが、提携成果に影響を与える可能
性を断片的ではあるが明らかにした。 

なかでも、パートナーとの摺り合わせを必
要とする業務の多さは、共同開発へのトップ

の関心の程度、共同開発目標のタイトネス、
組織内の対話の程度などと相関が存在して
いた。この対話のためには、予算や原価管理
に関連する管理会計システムが一定の役割
を果たしているものと推測される。このこと
は、相互依存性をうまく設計・管理する必要
性があり、組織間管理会計の役割とも密接に
関連すると指摘できよう。 
なお、これらの研究成果は、学術雑誌等で

の公表に向けて準備を進めている段階にあ
る。 
 
 上記の研究成果は、研究当初に想定してい
たように、日本企業の行うアライアンスが、
現場やプロセスを重視する経営スタイルな
いし管理方法の影響を受けていることや、日
本企業は戦略的提携によって成功裏に組織
間学習を行っているといった先行研究の知
見を裏付けるものであった。加えて、そこで
は管理会計情報の利用が明らかになった。 
さらに、Ｍ＆Ａ・提携による再編は、組織

間分業の見直しや他組織との統合の側面で
あることも明らかになった。事業再編の効果
を高めるには、他組織との関係性のもとで獲
得した知識を企業内で活用し、また別の関係
性へ移転する取り組みが必要であるとの仮
説が得られた。本研究では、被買収企業に管
理会計システムを導入することで戦略変更
が生じる可能性を見いだすとともに、組織間
管理会計と連結管理会計に重複する部分が
あることを識別することができた。ただし、

本研究では、個別の企業のアライアンス能力
やＭ＆Ａスキルの構築に対して、管理会計が
果たす具体的な役割などについて十分に解
明できていない。これらの点については、今
後の研究計画に盛り込む予定である。 
最後に、上記の研究成果には含まれていな

いが、サービス業におけるポイント・アライ
アンスについても調査を続けている。未だ具
体的な成果の公表には至っていないが、ポイ
ント付与・償還にも相互依存性の管理の視点
は有用であるように思われる。ポイント付
与・償還、個客識別に関わるマーケティング
活動、さらには顧客へのサービス提供におけ
る相互依存性は、ポイント交換ネットワーク
の形成などに影響を与えている可能性もあ
る。 
 以上の研究成果は、今後の組織間管理会計
研究のさらなる展開に寄与するものと考え
ている。 
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